昨日の県教育委員会臨時会の結果に関する声明
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長野県高等学校教職員組合

　昨日の第850回県教育委員会臨時会において、高校改革プラン「実施計画」の取り扱いについて、臨時県会で否決された計画を含め、７つの「実施計画」が凍結されたことをうけてここに声明を発表します。

　先の臨時県会で、来年４月実施について一定の結論が出た後も、否決された「実施計画」が今後どうなるのか、また県会の同意が必要ではない多部制・単位制高校等の行方がどうなるのかについては未定のままであり、高校現場では不安が広がっていました。今回、地域の反対運動や高校の検討状況を踏まえ、高校改革プランの「実施計画」の全体について、すすめる計画と事実上の「白紙撤回」と考えられる凍結する計画を明らかにしたことは評価できますし、その内容も概ね妥当なものと考えます。

　

しかしながらその反面、県教育委員会の責任をあえて問わざるをえません。この厳しい結果を「真摯に受けとめる」と松田教育委員長は何回も強調し発言しましたが、県民の声や要望を「真摯に聞く」タイミングはこれまでに何回もありました。それらのタイミングを逃がし、今日まで引き伸ばし大きな混乱をもたらしたのは、県教育委員会に全責任があります。

　2004年１月に発足した「高等学校改革プラン検討委員会」には、検討を委嘱した県教育委員会自身が委員を送り込み、議論をリードさせ県立高校の総数を決定しました。その後県教育委員会は、密室で統廃合対象の学校を決定して推進委員会に提示しました。そして今年の３月には、平成19年度一斉実施の「実施計画」を策定し、その無謀なスケジュールを高校現場に押しつけてきました。

　統廃合の数を一人歩きさせないこと、対象校を示さず推進委員会の議論にまかせること、平成19年度一斉実施はさけることなどを私たちはその度ごとに主張をしてきましたし、多くの県民の皆さんも賛同してくれました。

　県会はたび重ねて決議をあげ、多くの請願・陳情を採択しました。市町村議会も、何回も地域の合意を重視した県民合意の高校教育改革を求める意見書を採択しました。これらの民意に、県教育委員会はまったく耳を傾けませんでした。

このような県民の「真摯な声」を聞き取らなかった県教育委員会の責任は重大です。県教育委員会が今後どのような態度をとるのか、どのように地域や関係者の意見を聞き取るのか、私たちは大きな関心を持っています。

　また、今回「実施計画どおりに実施していくもの」と決定された中身について、校舎・設備の完備は当然のこととして、加えて高校現場からは次のような要望がでています。

　第１に、飯山照丘高校と飯山南高校を統合した後の第二段階の統合については、飯山北高校とするかどうかについて、地域の声を反映させた一層丁寧な検討が必要です。県教委案には反対です。

　第２に、上伊那農業高校の定時制の統合については、独立校舎と少人数学級などという恵まれた教育条件が引き継がれることが前提です。

　第３に、松本工業高校の定時制の統合については、工業科の専門性と教育実践の成果が、新しい高校でも継承されることを求めます。

　県教育委員会は、今後の「実施計画」のすすめ方について、意見集約のあり方や計画の是非を各方面の意見を聞きながら検討するとしています。県教育委員会は「子ども、保護者、地域の方々の声を大切にし、県民の皆様と手を携えて」「児童生徒や家庭・地域・社会から信頼される学校づくり」をすすめることを、本年度の目標の一つとして掲げています。県教育委員会には、この初心にかえることを求めるものです。

